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(百万円未満切捨て)
１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年３月期 78,472 1.4 4,670 26.5 4,691 26.2 2,970 41.9

28年３月期 77,404 9.6 3,692 26.8 3,718 18.4 2,092 21.6
(注) 包括利益 29年３月期 3,052百万円( 103.9％) 28年３月期 1,496百万円(△31.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年３月期 66.05 ― 19.3 9.9 6.0

28年３月期 46.53 ― 15.5 8.4 4.8
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年３月期 47,296 17,475 35.4 372.47

28年３月期 47,627 14,841 29.6 312.97
(参考) 自己資本 29年３月期 16,750百万円 28年３月期 14,075百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

29年３月期 2,902 △537 △432 5,641

28年３月期 1,409 △1,524 △349 3,754
　　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年３月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 359 17.2 2.6

29年３月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 539 18.2 3.5

30年３月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 20.0

　　

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 32,000 △6.5 1,000 △27.2 1,000 △25.2 650 △28.0 14.45

通 期 80,000 1.9 4,300 △7.9 4,200 △10.5 2,700 △9.1 60.04
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料14ページ（会計方針の変更）をご覧ください。
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年３月期 45,132,809株 28年３月期 45,132,809株

② 期末自己株式数 29年３月期 160,768株 28年３月期 158,424株

③ 期中平均株式数 29年３月期 44,973,763株 28年３月期 44,976,884株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年３月期 68,313 0.0 3,939 25.4 4,129 27.7 2,757 48.4

28年３月期 68,302 12.4 3,141 26.3 3,234 15.6 1,858 18.0
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

29年３月期 61.31 ―

28年３月期 41.32 ―
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年３月期 40,788 15,972 39.2 355.17

28年３月期 41,541 13,538 32.6 301.03

(参考) 自己資本 29年３月期 15,972百万円 28年３月期 13,538百万円
　

　　

２．平成30年３月期の個別業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
　

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 27,000 △9.1 750 △34.8 800 △31.4 550 △32.1 12.23

通 期 67,500 △1.2 3,600 △8.6 3,700 △10.4 2,450 △11.1 54.48
　

　

※ 決算短信は監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
　判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の
　業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に
　あたっての注意事項等については、添付資料３ページ「（4）今後の見通し」をご覧ください。
・当社は、平成29年５月26日にアナリスト及び機関投資家向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する
決算説明資料については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益や雇用・所得環境が改善傾向にあるなど、緩や
かな回復基調が続きました。一方で、米国の政権移行の影響や、地政学的リスクの高まりなど、先
行きは依然として不透明な状況で推移しました。
当社グループの属する設備工事業界におきましては、堅調であった設備投資に低調な動きも見ら

れ、熾烈な受注価格競争が続くなど、厳しい環境で推移しました。
当連結会計年度の業績につきましては、受注高802億円（前期比0.1％増）、売上高784億円（前期

比1.4％増）となりました。利益面では、コストダウンの推進など収益体質の改善に向けた取り組
みの成果により、営業利益46億70百万円（前期比26.5％増）、経常利益46億91百万円（前期比26.2
％増）、親会社株主に帰属する当期純利益29億70百万円（前期比41.9％増）となりました。
セグメント別の状況につきましては、次のとおりであります。

[プラント事業]

当セグメントにおいては、社会インフラ工事、産業システム工事、並びに太陽光以外の発電設備
工事を行っており、受注高は233億円 (前期比5.9％増)、売上高は221億円 (前期比9.1％増)、営業
利益は23億84百万円（前期比38.1％増）となりました。
受注高、売上高は発電設備工事が好調に推移したことから前期を上回りました。営業損益は工事

採算の改善により前期を上回りました。

[空調設備事業]

当セグメントにおいては、産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事を行っており、
受注高は223億円（前期比22.5％増）、売上高は206億円（前期比0.4％減）、営業利益は16億85百
万円（前期比12.9％増）となりました。
受注高は産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事ともに好調に推移したことから前

期を上回りました。売上高は前期並みに推移しましたが、営業損益は工事採算の改善により前期を
上回りました。

[電設・建築事業]

当セグメントにおいては、電気設備工事、建築・土木工事、並びに太陽光発電設備工事を行って
おり、受注高は184億円（前期比28.8％減）、売上高は222億円（前期比10.2％減）、営業利益は24
億65百万円（前期比32.6％増）となりました。
受注高、売上高は前期に電気設備工事の大型案件があったことから前期を下回りました。営業損

益は工事採算の改善により前期を上回りました。

[電力・情報流通事業]

当セグメントにおいては、電力送電工事、情報通信工事を行っており、受注高は62億円（前期比
1.3％減）、売上高は51億円（前期比13.1％増）、営業利益は1億95百万円（前期比66.7%増）とな
りました。
受注高はほぼ前期並みに推移しました。売上高は工事量の増加により前期を上回りました。営業

損益は情報通信工事の工事採算の改善により前期を上回りました。

[海外事業]

当セグメントにおいては、海外における設備工事を行っており、受注高は80億円（前期比41.9％
増）、売上高は61億円（前期比18.7％増）、営業損益は44百万円（前期比69.3%減）となりました。
受注高、売上高はカンボジア、ミャンマーが好調に推移したことから前期を上回りました。営業

損益はタイ、ベトナムが低調に推移したことから前期を下回りました。

[その他]

当セグメントにおいては、物品販売および補修・修理等のサービス事業を行っており、受注高は
18億円（前期比8.8％減）、売上高は20億円（前期比12.7％増）、営業利益は4億93百万円（前期比
34.1％増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当期末における総資産は、前期末に比べ3億円減少し、472億円となりました。主な要因は受取手
形・完成工事未収入金の減少（22億円）、預け金の増加（16億円）、リース資産の増加（3億円）
であります。
　負債は前期末に比べ29億円減少し、298億円となりました。主な要因は支払手形・工事未払金等
の減少（30億円）、退職給付に係る負債の減少（4億円）、リース債務の増加（3億円）でありま
す。
　純資産は前期末に比べ26億円増加し、174億円となりました。主な要因は親会社株主に帰属する
当期純利益（29億円）の計上、配当金の支払（3億円）であります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は56億円とな
り、前連結会計年度と比べ、18億円増加しました。
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は29億円（前期は14億円の増加）となりました。これは、税金等調整
前当期純利益の増加及び売上債権の減少による資金の増加、仕入債務の減少による資金の減少が主
な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は5億円（前期は15億円の減少）となりました。これは、定期預金の預
入による支出、定期預金の払戻による収入が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は4億円（前期は3億円の減少）となりました。これは配当金の支払が
主な要因であります。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、国内における企業収益や雇用・所得環境の改善により、引き続き
景気の緩やかな回復が予測されますが、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影響
等により、依然として不透明な状況が続くものと思われます。設備工事業界におきましては、熾烈
な受注価格競争に加えて、人手不足や労務費の上昇など労働力確保の面でも依然として厳しい状況
が続くものと思われます。
当社グループとしましては、伸長分野への営業強化による受注の拡大、コストダウン並びに業務

効率化の一層の推進を図ることで収益力の向上に努めるとともに、より良いワークライフバランス
を実現する働き方改革、ダイバーシティの推進、人財育成の強化を経営の重点課題として取組んで
まいります。
平成30年３月期通期の連結業績予想につきましては、受注高815億円（前期比1.6％増）、売上高

800億円(前期比1.9％増)を見込んでおります。利益面では、働き方改革に伴う費用、労務費の上昇
などを見込んでいることから、営業利益43億円(前期比7.9％減)、経常利益42億円(前期比10.5％
減)、親会社株主に帰属する当期純利益27億円(前期比9.1％減) を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、グループの収益力向上により株主資本の充実を図り、経営基盤を強化し、将来の成長に
必要な投資等のための内部留保を確保するとともに、株主の皆様に利益還元を図ることを基本方針
としております。
この基本方針のもと、剰余金の配当につきましては、安定的かつ継続的に実施することとし、当

期の業績、今後の成長に向けた投資計画および経営環境等を総合的に勘案し、配当金額を決定いた
します。
平成29年３月期の業績は、期初予想を上回り、平成28年５月に発表しました中期経営計画の営業

利益の数値目標を達成するなど好調に推移いたしました。
当期の順調な業績動向を勘案するとともに株主の皆様の日頃のご支援にお応えするため、当期の

配当予想を１株当たり10円から２円増配の12円に修正することといたしました。
詳細につきましては、本日（平成29年４月26日）公表いたしました「平成29年３月期 配当予想の

修正に関するお知らせ」をご参照下さい。
次期につきましても、１株につき12円の配当を継続すべく、全社をあげて取り組む所存でありま

す。

決算短信（宝印刷） 2017年04月25日 20時09分 5ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社(1775) 平成29年３月期 決算短信

4

２．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、連結子会社16社、関連会社２社で構成されており、電気・空調・情報
通信を中心とした建築設備工事・プラント設備工事の企画、設計および現地工事の施工を主な事業
として取り組んでおります。
当社の親会社は富士電機株式会社であり、当社は同社を中心とした富士電機グループにおける唯

一の総合設備企業として、同グループから各種設備工事を受注しております。
当社グループの各セグメントの事業内容、並びに事業に関わる連結子会社は次のとおりでありま

す。

[プラント事業]

当セグメントにおいては、社会インフラ工事、産業システム工事、並びに太陽光以外の発電設備
工事を行っております。
（連結子会社）株式会社富士工事

[空調設備事業]

当セグメントにおいては、産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事を行っておりま
す。

[電設・建築事業]

当セグメントにおいては、電気設備工事、建築・土木工事、並びに太陽光発電設備工事を行って
おります。
（連結子会社）株式会社三興社、創和工業株式会社、富士古河コスモスエナジー合同会社

[電力・情報流通事業]

当セグメントにおいては、電力送電工事、情報通信工事を行っております。
（連結子会社）北辰電設株式会社、株式会社エフ・コムテック

[海外事業]

当セグメントにおいては、海外における設備工事を行っております。
（連結子会社）富士古河Ｅ＆Ｃ(タイ)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(ベトナム)社、

富士古河Ｅ＆Ｃ(マレーシア)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(カンボジア)社、
富士古河Ｅ＆Ｃ(ミャンマー)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(インド)社、
富士古河Ｅ＆Ｃ(インドネシア)社、株式会社カンキョウ

[その他]

当セグメントにおいては、物品販売および補修・修理等のサービス事業を行っております。
（連結子会社）エフテックス株式会社、富士ファーマナイト株式会社
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

[基本理念]

富士古河Ｅ＆Ｃグループは総合設備企業としてお客様の満足を通じて社会に貢献します。

[経営方針]

・豊富な技術と積み上げてきたノウハウをベースに、エンジニアリングから設計施工、アフター
サービスに至るライフサイクルを通じて、お客様に安心と信頼をお届けします。

・自然との調和を図るとともに、国際社会の一員として国内外の法令遵守と慣習その他の社会規
範を尊重します。

・品質・安全を第一とする企業活動を通じて適正な利益確保を行い、その成果を株主、社員なら
びに社会と分かち合います。

・社員を大切にし、働く意欲と情熱に溢れた社会に誇れる人材を育成します。

[行動指針]

・お客様の視点に立ち、熱い思いと誠意をもってお客様の期待に応えます。
・健康管理を怠らず、仕事にあたっては常に基本に戻って安全第一で考え行動します。
・法令、規則、社会的規範を守り、高い良識のある社会市民を目指します。
・変革に挑戦し、スピードと責任感をもって仕事に取り組みます。
・オープンコミュニケーションを大切にし、明るい笑顔のチームワークを実践します。

（２）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、平成２８年度から平成３０年度までの３ヵ年を対象とした中期経営計画「ＰＯ
ＷＥＲ ＵＰ Ｅ＆Ｃ ２０１８」をスタートさせました。当中期経営計画では、「当社グループの
持続的発展に向けた更なる変革と経営基盤の強化」を掲げ、（１）高い品質・安全を提供し、お客
様との信頼を強固にする、（２）事業構造の変革を推進し、新たな付加価値を創造する、（３）健
全かつ強靭な企業体質へ更に進化し、安定的な経営基盤を構築する、（４）全てのステークホルダ
ーに対し、満足度向上を図る、という４つの基本方針を定め、以下の重点施策に取り組んでおりま
す。

（重点施策）
① 成長市場への戦略的な取り組み
② セグメントの融合による新たな事業領域の創出
③ 海外事業の基盤強化
④ より良い企業風土の醸成と適切な経営資源の投資

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは当面、日本基準を適用することとしております。なお、国際財務報告基準の採用につ

きましては、今後の海外売上高比率の動向及び我が国における任意適用状況等を勘案しながら検討して

いく方針であります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,547 4,062

受取手形・完成工事未収入金等 33,047 30,786

未成工事支出金 ※4 2,411 ※4 2,333

材料貯蔵品 311 185

繰延税金資産 804 820

預け金 937 2,557

その他 1,316 1,231

貸倒引当金 △293 △214

流動資産合計 42,082 41,763

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 1,027 1,031

機械、運搬具及び工具器具備品 2,226 2,386

土地 442 442

リース資産 589 964

減価償却累計額 △2,405 △2,561

有形固定資産合計 1,880 2,263

無形固定資産

ソフトウエア 795 726

その他 72 144

無形固定資産合計 867 871

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 714 ※1 628

長期貸付金 171 174

繰延税金資産 1,260 1,071

その他 805 712

貸倒引当金 △156 △188

投資その他の資産合計 2,796 2,398

固定資産合計 5,544 5,532

資産合計 47,627 47,296
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 21,615 18,562

短期借入金 26 25

未払法人税等 1,495 1,196

未成工事受入金 1,584 1,569

完成工事補償引当金 123 188

工事損失引当金 ※4 623 ※4 444

その他 2,641 2,977

流動負債合計 28,110 24,965

固定負債

繰延税金負債 27 35

退職給付に係る負債 4,030 3,610

リース債務 476 836

その他 140 372

固定負債合計 4,675 4,854

負債合計 32,785 29,820

純資産の部

株主資本

資本金 1,970 1,970

資本剰余金 6,703 6,703

利益剰余金 6,428 9,006

自己株式 △26 △27

株主資本合計 15,074 17,652

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 82 142

為替換算調整勘定 △37 △83

退職給付に係る調整累計額 △1,044 △961

その他の包括利益累計額合計 △999 △901

非支配株主持分 765 724

純資産合計 14,841 17,475

負債純資産合計 47,627 47,296
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高

完成工事高 77,404 78,472

売上高合計 77,404 78,472

売上原価

完成工事原価 ※1,3 66,337 ※1,3 66,031

売上原価合計 66,337 66,031

売上総利益

完成工事総利益 11,066 12,440

売上総利益合計 11,066 12,440

販売費及び一般管理費 ※2,3 7,374 ※2,3 7,770

営業利益 3,692 4,670

営業外収益

受取利息 21 25

受取配当金 13 7

投資有価証券売却益 2 34

保険解約返戻金 35 10

その他 23 22

営業外収益合計 97 101

営業外費用

支払利息 15 31

コミットメントフィー 7 8

為替差損 35 25

固定資産廃棄損 0 1

その他 12 13

営業外費用合計 71 80

経常利益 3,718 4,691

特別利益

特別利益合計 - -

特別損失

投資有価証券評価損 39 -

特別損失合計 39 -

税金等調整前当期純利益 3,678 4,691

法人税、住民税及び事業税 1,554 1,557

法人税等調整額 △19 160

法人税等合計 1,534 1,717

当期純利益 2,144 2,974

非支配株主に帰属する当期純利益 51 3

親会社株主に帰属する当期純利益 2,092 2,970
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 2,144 2,974

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9 59

為替換算調整勘定 △151 △64

退職給付に係る調整額 △486 83

その他の包括利益合計 △647 78

包括利益 1,496 3,052

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,508 3,067

非支配株主に係る包括利益 △11 △14
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 1,970 6,703 4,650 △25 13,298 92 50 △558 △415 787 13,671

当期変動額

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△0 △0 △0

剰余金の配当 △314 △314 △314

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,092 2,092 2,092

自己株式の取得 △1 △1 △1

連結範囲の変動 ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△9 △88 △486 △584 △21 △606

当期変動額合計 ― △0 1,778 △1 1,776 △9 △88 △486 △584 △21 1,170

当期末残高 1,970 6,703 6,428 △26 15,074 82 △37 △1,044 △999 765 14,841

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 1,970 6,703 6,428 △26 15,074 82 △37 △1,044 △999 765 14,841

当期変動額

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

―

剰余金の配当 △359 △359 △359

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,970 2,970 2,970

自己株式の取得 △0 △0 △0

連結範囲の変動 △31 △31 △31

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

59 △45 83 97 △40 56

当期変動額合計 ― 0 2,578 △0 2,577 59 △45 83 97 △40 2,634

当期末残高 1,970 6,703 9,006 △27 17,652 142 △83 △961 △901 724 17,475
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,678 4,691

減価償却費 215 404

のれん償却額 - 23

工事損失引当金の増減額（△は減少） 413 △178

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △442 △427

受取利息及び受取配当金 △35 △33

支払利息 15 31

為替差損益（△は益） 19 0

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △34

投資有価証券評価損益（△は益） 39 -

売上債権の増減額（△は増加） △5,599 2,258

未成工事支出金の増減額（△は増加） 549 77

仕入債務の増減額（△は減少） 3,563 △3,046

未成工事受入金の増減額（△は減少） 30 △7

その他 134 993

小計 2,579 4,753

利息及び配当金の受取額 35 33

利息の支払額 △15 △31

法人税等の支払額 △1,190 △1,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,409 2,902

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,004 △1,651

定期預金の払戻による収入 450 1,385

有形固定資産の取得による支出 △175 △232

無形固定資産の取得による支出 △598 △175

投資有価証券の売却による収入 7 121

関係会社株式の取得による支出 △160 △77

貸付けによる支出 △50 -

差入保証金の差入による支出 △18 △9

差入保証金の回収による収入 15 8

その他 10 92

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,524 △537

財務活動によるキャッシュ・フロー

非支配株主からの払込みによる収入 15 -

配当金の支払額 △314 △359

非支配株主への配当金の支払額 △24 △27

その他 △25 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △349 △432

現金及び現金同等物に係る換算差額 △107 △63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △571 1,869

現金及び現金同等物の期首残高 4,326 3,754

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

- 16

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,754 ※1 5,641
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（５）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 16社
　連結子会社名

㈱三興社
北辰電設㈱
㈱エフ・コムテック
創和工業㈱

　 エフテックス㈱
　 富士ファーマナイト㈱

㈱富士工事
㈱カンキョウ
富士古河コスモスエナジー合同会社
富士古河Ｅ＆Ｃ(タイ)社
富士古河Ｅ＆Ｃ(ベトナム)社
富士古河Ｅ＆Ｃ(マレーシア)社
富士古河Ｅ＆Ｃ(カンボジア)社

　 富士古河Ｅ＆Ｃ(ミャンマー)社
富士古河Ｅ＆Ｃ(インド)社
富士古河Ｅ＆Ｃ(インドネシア)社

　 前連結会計年度において非連結子会社であった㈱カンキョウは、重要性が増したことによ
り当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社等の名称
フジハヤインターナショナル社
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

富士ファーマナイト㈱、富士古河Ｅ＆Ｃ(タイ)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(ベトナム)社、富士
古河Ｅ＆Ｃ(マレーシア)社、富士古河Ｅ＆Ｃ(カンボジア)社並びに富士古河Ｅ＆Ｃ(イン
ドネシア)社の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては同日現在
の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調
整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
イ）その他有価証券

時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

② たな卸資産
イ）未成工事支出金

個別法による原価法
ロ）材料貯蔵品

個別法又は移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 完成工事補償引当金
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、かし担保の費用見積額を計上しておりま
す。

③ 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見込
額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（13年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他
の工事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は406億円であります。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用
は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間
５年間で均等償却しております。
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(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資を計上しておりま
す。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。

　 これによる損益に与える影響は軽微であります。

（７）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

　 ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

投資有価証券（株式） 171百万円 111百万円

　 ２ 偶発債務

　 金融機関からの借入に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

従業員 8百万円 6百万円

　 ３ 電子記録債権割引高

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

275百万円 2,159百万円

※４ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、

工事損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

48百万円 115百万円

　 ５ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契

約を締結しております。

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

貸出コミットメントの総額 5,000百万円 7,000百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 5,000百万円 7,000百万円
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(連結損益計算書関係)

　 ※１ 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は次のとおりであります。
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

555百万円 418百万円

　 ※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

従業員給料手当 3,241百万円 3,247百万円

地代家賃 514百万円 549百万円

貸倒引当金繰入額 165百万円 34百万円

退職給付費用 334百万円 530百万円

　 ※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

73百万円 35百万円

(連結包括利益計算書関係)

　 ※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △49百万円 118百万円

組替調整額 35百万円 △34百万円

税効果調整前 △14百万円 83百万円

税効果額 4百万円 △24百万円

その他有価証券評価差額金 △9百万円 59百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 △151百万円 △64百万円

組替調整額 ―百万円 ―百万円

税効果調整前 △151百万円 △64百万円

税効果額 ―百万円 ―百万円

為替換算調整勘定 △151百万円 △64百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 △825百万円 △8百万円

組替調整額 145百万円 128百万円

税効果調整前 △680百万円 120百万円

税効果額 193百万円 △36百万円

退職給付に係る調整額 △486百万円 83百万円

その他の包括利益合計 △647百万円 78百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 45,132,809 ― ― 45,132,809

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 154,157 4,267 ― 158,424
　

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取りによる増加 4,267株

３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月21日
取締役会

普通株式 314 7.00 平成27年３月31日 平成27年６月５日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月23日
取締役会

普通株式 利益剰余金 359 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月７日

　

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 45,132,809 ― ― 45,132,809

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 158,424 2,344 ― 160,768
　

（変動事由の概要）
増加数の主な内訳は、次の通りであります。
　単元未満株式の買取りによる増加 2,344株

３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月23日
取締役会

普通株式 359 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月７日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 539 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月８日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

次のとおりであります。
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金預金勘定 3,547百万円 4,062百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △730百万円 △978百万円

流動資産その他（預け金） 937百万円 2,557百万円

現金及び現金同等物 3,754百万円 5,641百万円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は事業を展開する分野別に設置した部門を基礎として「プラント事業」、「空調設備事業」、

「電設・建築事業」、「電力・情報流通事業」及び「海外事業」を報告セグメントとしておりま

す。

「プラント事業」は、社会インフラ工事、産業システム工事、並びに太陽光以外の発電設備工事

を行っております。「空調設備事業」は、産業プロセス空調設備工事、一般空調・衛生設備工事を

行っております。「電設・建築事業」は、電気設備工事、建築・土木工事、並びに太陽光発電設備

工事を行っております。「電力・情報流通事業」は、電力送電工事、情報通信工事を行っておりま

す。「海外事業」は、海外における設備工事を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一であります。

なお、セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結損益計
算書
計上額
（注３）

プラント
事業

空調設備
事業

電設・
建築事業

電力・
情報流通
事業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 20,317 20,741 24,740 4,592 5,199 75,590 1,813 77,404 ― 77,404

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6 ― 3 ― ― 9 8 18 △18 ―

計 20,323 20,741 24,744 4,592 5,199 75,600 1,822 77,422 △18 77,404

セグメント
利益又は損失（△）

1,727 1,493 1,859 117 146 5,343 368 5,711 △2,019 3,692

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,019百万円は、主に全社共通部門にかかる費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績の評価に使用していないため、記載しており

ません。

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結損益計
算書
計上額
（注３）

プラント
事業

空調設備
事業

電設・
建築事業

電力・
情報流通
事業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 22,174 20,661 22,229 5,192 6,169 76,427 2,044 78,472 ― 78,472

セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 － － － － 0 13 13 △13 ―

計 22,174 20,661 22,229 5,192 6,169 76,427 2,058 78,485 △13 78,472

セグメント
利益又は損失（△）

2,384 1,685 2,465 195 44 6,775 493 7,269 △2,598 4,670

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売及び補修・修理等のサ

ービス部門を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額 △2,598百万円は、主に全社共通部門にかかる費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績の評価に使用していないため、記載しており

ません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 312円97銭 372円47銭

１株当たり当期純利益 46円53銭 66円05銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

(注) 算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

純資産の部の合計(百万円) 14,841 17,475

普通株式に係る純資産額(百万円) 14,075 16,750

差額の主な内訳(百万円)

　非支配株主持分 765 724

普通株式の発行済株式数(千株) 45,132 45,132

普通株式の自己株式数(千株) 158 160

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(千株)
44,974 44,972

２ １株当たり当期純利益
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,092 2,970

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

2,092 2,970

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,976 44,973

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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６．その他

（セグメント別受注高・売上高・営業損益・受注残高）

区分

前期連結会計年度 当期連結会計年度
前年同期
増減

金額
（百万円）

※
構成比・
利益率
（％）

金額
（百万円）

※
構成比・
利益率
（％）

金額
（百万円）

　 　 プラント事業 22,075 27.5 23,372 29.1 1,297

　 　 空調設備事業 18,226 22.7 22,334 27.8 4,108

電設・建築事業 25,909 32.3 18,441 23.0 △7,467

　受注高 報告セグメント 電力・情報流通事業 6,289 7.9 6,208 7.8 △81

　 海外事業 5,661 7.1 8,033 10.0 2,372

　 　 小計 78,161 97.5 78,390 97.7 229

　 その他 2,039 2.5 1,860 2.3 △179

　 計 80,201 100.0 80,250 100.0 49

　 　
プラント事業

売上高 20,317 26.3 22,174 28.3 1,857

　 　 営業損益 1,727 (8.5) 2,384 (10.8) 657

　 　
空調設備事業

売上高 20,741 26.8 20,661 26.3 △79

　 　 営業損益 1,493 (7.2) 1,685 (8.2) 191

　
報告セグメント 電設・建築事業

売上高 24,740 32.0 22,229 28.3 △2,511

　 営業損益 1,859 (7.5) 2,465 (11.1) 605

売上高・
営業損益

　 電力・情報流通
事業

売上高 4,592 5.9 5,192 6.6 600

　 営業損益 117 (2.6) 195 (3.8) 78

海外事業
売上高 5,199 6.7 6,169 7.9 970

営業損益 146 (2.8) 44 (0.7) △101

　 　
小計

売上高 75,590 97.7 76,427 97.4 837

　 　 営業損益 5,343 (7.1) 6,775 (8.9) 1,431

　
その他

売上高 1,813 2.3 2,044 2.6 230

　 営業損益 368 (20.3) 493 (24.2) 125

　
調整額

売上高 ― ― ― ― ―

　 営業損益 △2,019 (―) △2,598 (―) △579

　
計

売上高 77,404 100.0 78,472 100.0 1,067

　 営業損益 3,692 (4.8) 4,670 (6.0) 978

　 　 プラント事業 13,582 30.2 14,780 31.6 1,197

　 　 空調設備事業 9,956 22.1 11,629 24.9 1,672

　 報告セグメント 電設・建築事業 14,144 31.5 10,356 22.1 △3,787

受注残高 　 電力・情報流通事業 3,334 7.4 4,350 9.3 1,015

海外事業 3,610 8.0 5,474 11.7 1,864

　 　 小計 44,628 99.2 46,591 99.6 1,962

　 その他 358 0.8 174 0.4 △183

　 計 44,987 100.0 46,766 100.0 1,778

　 ※１．受注高・売上高・受注残高については構成比を表示しております。

　 ※２．営業損益は利益率を括弧で表示しております。
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